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審 査 メ モ 

１ 今回申請された計画 

農林業センサス（以下「本調査」という。）について、調査計画のうち、「調査の名称」「調

査対象の属性的範囲」「報告を求める事項」（以下「調査事項」という。）「報告を求めるため

に用いる方法」（以下「調査方法」という。）「集計事項」を、以下のとおり変更して実施する

計画である。 

 

（１）調査の名称の変更 

 本調査の実施年の西暦の末尾が「０」か「５」かにかかわらず、本調査の名称を「農林

業センサス」に統一する。 

 （審査状況） 

本調査は、西暦の末尾が「０」及び「５」の年に調査を実施しており、西暦の末尾が「０」

の年に実施する本調査については、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）が提唱する世界農業

センサスの趣旨を踏まえ、調査実施上の通称として、「世界農林業センサス」の名称を用

いてきた。 

しかしながら、西暦の末尾が「０」の年と「５」の年で実施する本調査の調査内容に相

違がないことから、通称の使用を取りやめ、基幹統計調査としての本調査の名称である「農

林業センサス」に統一することとしている。 

これについては、本調査の名称について統計利用者に紛れが生じる懸念を解消するもの

であることから、適当と考える。 

 

（２）調査対象の属性的範囲の変更 

農林業経営体調査票の調査対象の属性的範囲から、森林施業計画（注）に従って施業を行

う者を削除する。 

（注）「森林施業計画」とは、旧森林法の規定に基づき、森林所有者等が30ha以上の団地的なまとまりを持

った森林について、造林や保育、伐採などの森林の施業に関して作成する５年間の計画であり、市町村

長に認定を求めることができることとされている。 

 （審査状況） 

   従来、農林業経営体調査票の対象となる、「林業を行う者」には、森林施業計画に従って

施業を行う者を含んでいた。 

   しかしながら、森林法の一部を改正する法律（平成23年法律第20号）附則第８条の規定

により定められていた森林施業計画の経過措置が平成29年３月31日で終了し、当該計画に

従って施業を行う者は存在しなくなったため、調査対象の属性的範囲から削除するもので

あり、これについては、関係する制度の廃止に伴い必要とされる変更であることから、適

当と考える。 

   

   また、農林業経営体調査票の対象となる農林業経営体の定義については、以下のとおり

であるが、本調査に「農林業経営体」の概念が導入された2005年農林業センサス以降、変

更されておらず、農林業を取り巻く環境の変化等を踏まえ、我が国の農林業の実態をより

的確に把握する上で、適切な定義となっているか確認する必要がある。 
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【農林業経営体の定義】 

「農林業経営体」とは、次の各号のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 

１  経営耕地面積が30アール以上の規模の農業 

２  農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数その他の事業の 

規模が以下に定める規模以上の農業 

（１）露地野菜作付面積          15アール 

（２）施設野菜栽培面積          350平方メートル 

（３）果樹栽培面積              10アール 

（４）露地花き栽培面積          10アール 

（５）施設花き栽培面積          250平方メートル 

（６）搾乳牛飼養頭数            １頭 

（７）肥育牛飼養頭数            １頭 

（８）豚飼養頭数                15頭 

（９）採卵鶏飼養羽数      150羽 

（10）ブロイラー年間出荷羽数  1,000羽 

（11）その他           調査期日前１年間における農業生産物の総販売額 

50万円に相当する事業の規模 

 

３  権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を除く。）を行う 

ことができる山林（以下「保有山林」という。）の面積が３ヘクタール以上の規模の 

林業（育林又は伐採を適切に実施する者に限る。） 

４  農作業の受託の事業 

５  委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う素材生産業の事業 

 

さらに、農林業経営体調査票による調査の実施に当たり、統計調査員が客体候補名簿を

用いて農家等を対象に営農・営林活動や経営の概況等について聞き取りを行い、農林業経

営体の定義に該当するか否かを判定しているが、農林水産省は、平成29年11月から12月に

かけて実施した2020年農林業センサス試行調査（以下「試行調査」という。）において、統

計調査員による調査対象者の判定方法の効率化・簡素化を図ることを目的として、客体候

補名簿の見直しを行い、当該名簿を用いた判定方法の効果の把握・検証を行っている。 

このことから、試行調査結果による検証結果等を踏まえた、今回調査における客体候補

名簿の見直し等について、調査対象者の的確な把握の観点からみて適切か等について確認

する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 現行の農林業経営体の定義設定の考え方・根拠は何か。 

２ 主要な行政施策等において利活用されている農林業経営体の定義は、どのようにな

っているか。 

３ 農林業を取り巻く環境の変化や行政施策等における利活用状況を踏まえ、農林業経

営体の定義について、見直しを行う余地はないか。 

４ 調査対象となる農林業経営体について、統計調査員は具体的にどのように判定を行

っているのか。当該判定に用いている客体候補名簿はどのようなものか。 

５ 今回調査で使用する客体候補名簿については、前回調査等における課題・問題点等
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を踏まえ具体的にどのような見直しを行う計画か（新たな客体候補名簿は、どのよう

な様式か。）。 

６ 新たな客体候補名簿については、調査対象となる農林業経営体の的確かつ効率的な

把握の観点からみて、改善の余地はないか。 

７ 客体候補名簿により把握される情報については、本調査の対象とならない農家・林

家を含め、我が国の農林業の全体像を捉える上で有用な情報と考えられるが、客体候

補名簿を用いた集計・分析は行われているのか。利用されている場合、更なる有効活

用や役割の明確化を図る必要はないか。 

 

（３）調査事項の変更（農林業経営体調査票） 

  ア 農業・林業経営における労働力のより的確な把握 

（ア）内部労働力を把握する調査事項の追加・変更等 

経営体における内部労働力を把握する調査項目について、下記①から④の変更・追

加により把握するデータの充実を図る一方で、下記⑤～⑦の削除・変更により報告者

の負担軽減を図る計画である。 

 

①  雇用者以外の役員や構成員の従事状況を把握する調査項目の充実【団体経営】 

団体経営の経営主・役員・構成員について、従事日数階層別の実人員の把握から、

農業・林業及び農業生産関連事業への年間従事日数が60日以上の者は個々に従事日

数等を、60日未満の者は男女別の実人数を把握する調査事項に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 【変更後】 
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② 農業生産関連事業への従事日数を把握する調査項目の追加【個人経営・団体経営】 

15歳以上の各世帯員や、経営主・役員・構成員について、過去１年間に農業生産

関連事業（注）に従事した日数を把握する調査項目を追加する。 

（注）自ら経営し、①自家で生産した農産物を使用し、②所有又は借り入れている耕地や農業施設を利用して、農

産物の加工や貸農園・体験農園、観光農園、農家民宿、農家レストラン、小売業、海外への輸出などの事業

を行うものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

追加 
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③ 農業経営の継承状況を把握する調査項目の追加【個人経営】 

15歳以上の各世帯員のうち、過去１年間のふだんの状況として「主に自営農業を

行った」者について、過去１年間における農業経営の継承状況を把握する調査項目

を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 地域の集落営農組織への参加状況を把握する調査事項の追加【個人経営】 

個人経営体について、地域の集落営農組織への参加状況を把握する調査事項を追

加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

追加 

【変更後】 

追加 
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⑤ 世帯主との続柄を把握する調査項目の削除【個人経営】 

  15歳以上の各世帯員について、世帯主との続柄を把握する調査項目を削除する。 

⑥ 自営農業とその他の仕事の日数の多寡を把握する調査項目の削除【個人経営】 

15歳以上の各世帯員について、過去１年間における仕事の従事日数が自営農業と

それ以外のどちらが多いかを把握する調査項目を削除する。 

⑦ ふだんの状況を把握する調査項目の選択肢の統合【個人経営】 

15歳以上の各世帯員の過去１年間のふだんの状況を把握する調査項目の選択肢の

うち、「主に家事・育児を行った」と「その他（高齢や病気で何もしなかった）」を

統合する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 

【変更後】 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑦ 
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① 雇用者以外の役員や構成員の従事状況を把握する調査項目の充実【団体経営】 

（審査状況） 

従来、団体経営体内部の労働力については、農業・林業に従事した経営主・役員・

構成員の年間従事日数階級別・男女別の実人数のみを把握していた。 

しかしながら、団体経営体の労働力として、雇用者以外の役員や構成員等も重要な

役割を果たしており、団体経営体の内部労働力の的確な把握のみならず、農業労働力

の全体像を把握する上で、個人経営体の内部労働力と統一的な方法により把握するこ

とが必要としている。 

このため、団体経営体の経営主・役員・構成員について、農業・林業の年間従事日

数が60日以上の者については、個々に労働状況を把握し、60日未満の者については、

男女別実人数のみ把握するよう変更する計画である。 

これについては、政策ニーズを踏まえ、より的確な実態の把握を行うものであるこ

とから、おおむね適当と考えるが、利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとな

っているか確認する必要がある。 

 

  （論点） 

１ 本調査事項の結果は、これまで具体的にどのような行政施策に利活用されてき

たのか。今回の変更により、今後、具体的にどのような利活用の増進が見込まれ

るのか。 

２ 今回の労働状況等の把握に当たり、年間従事日数60日を基準として設定してい

る理由・エビデンスは何か。60日以上と60日未満に区分して把握した結果につい

て、どのように集計・分析を行うのか。 

３ 本調査事項の変更は、利活用ニーズを踏まえ、改善の余地等はないか。 

 

 

② 農業生産関連事業への従事日数を把握する調査項目の追加【個人経営・団体経営】 

（審査状況） 

  地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の

利用促進に関する法律（平成22年法律第67号。以下「６次産業化・地産地消法」とい

う。）が平成23年３月に施行されたことに伴い、農業の経営改善を図るため、農業の

６次産業化が推進されていることから、農業者による農業生産関連事業の取組など農

業経営の多様化が進展している。 

このような状況を踏まえ、個人・団体それぞれの経営体における６次産業化の取組

に係る労働力の状況を明らかにするため、各世帯員や、経営主・役員・構成員につい

て、過去１年間に農業生産関連事業に従事した日数を把握する調査項目を追加する計

画である。 

これについては、政策ニーズへの対応を図るものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用の観点から見て、必要かつ適切なものとなっているか等について確認する必要

がある。 

 

  （論点） 

１ 本調査項目で把握した結果については、どのような集計・分析を行う計画か。 

２ 本調査項目の結果は、６次産業化の推進を図る中で、具体的にどのような利活

用が見込まれているのか。利活用の観点からみて、改善の余地はないか。 
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③ 農業経営の継承状況を把握する調査項目の追加【個人経営】 

（審査状況） 

多様な担い手の育成・確保が重要施策として推進されている中、個人経営の農業経

営体における事業継承の状況を明らかにするとともに、農林水産省が別途実施する新

規就農者調査（一般統計調査）において、新規自営農業就農者のうち、｢新たに親の農

業経営を継承｣又は｢親の農業経営とは別部門を新たに開始｣した者を推計するため、後

記⑦において、「主に自営農業を行った」に該当する者を対象に、過去１年間に「新た

に親の農業経営を継承」又は「親の農業経営とは別部門を新たに開始」した者を把握

する調査項目を追加する計画である。 

これについては、行政施策ニーズへの対応や関連する統計調査の精度向上を図るも

のであることから、おおむね適当と考えるが、利活用の観点から見て必要かつ適切な

ものとなっているか等を確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査項目の結果は、多様な担い手の育成・確保という行政施策等の中におい

て、具体的にどのような利活用が見込まれるのか。 

２ 調査体系上、本調査と新規就農者調査は、どのような関係にあるのか。本調査

項目の結果については、新規就農者調査における該当項目の推計にどのように利

活用されるのか。 

３ 利活用の観点からみて、改善の余地はないか。 

 

 

④ 地域の集落営農組織への参加状況を把握する調査事項の追加【個人経営】 

（審査状況） 

集落営農の組織化が進展し、個人経営体が減少している状況の中、地域農業におけ

る構造変化を明らかにするため、独力で経営しているのか、集落営農組織に参加しつ

つ、自ら農業経営を展開しているのか。また、集落営農組織の中核的な担い手（オペ

レーター）として参加しているのかといった、個人経営体の集落営農組織への関わり

方を把握する調査事項を追加する計画である。 

これについては、行政施策ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適

当と考えるが、利活用の観点からみて必要かつ適切なものとなっているか等を確認す

る必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査事項の集計結果は、具体的にどのような行政施策での利活用が見込まれてい

るのか。 

２ 利活用の観点からみて、改善の余地はないか。 

 

 

⑤ 世帯主との続柄を把握する調査項目の削除【個人経営】 

（審査状況） 

15歳以上の世帯員について、世帯主との続柄をそれぞれ把握する調査項目は、個人
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経営体の世帯構成を明らかにするため把握されてきたものであるが、ⅰ）各世帯員の

経営への関与は一律でないこと、ⅱ）常雇いを雇い入れる個人経営体が増加しており、

経営に関与する者は世帯員にとどまらない状況となっていること、また、ⅲ）行政施

策上の利活用ニーズも低下していることなどから、削除することとしている。 

これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、削除に伴う支障等が生じないか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査項目で把握した結果については、これまでどのような集計・分析が行われて

きたのか。 

２ 本調査項目の結果は、具体的にどのような行政施策に利活用されてきたのか。 

３ 個人経営体における経営の担い手の的確な把握等、利活用の観点からみて、削除に

よる支障等は生じないか。 

 

 

⑥ 自営農業とその他の仕事の日数の多寡を把握する調査項目の削除【個人経営】 

（審査状況） 

過去１年間における自営農業とその他の仕事の日数の多寡を把握する調査項目につい

ては、農業従事者のうち、「農業就業人口」を算出するために把握してきたものである

が、行政施策上、「基幹的農業従事者」が利用されていることを踏まえ、これと類似す

る概念の重複使用を避けるため、削除する計画である。 

これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、削除に伴う支障等が生じないか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査項目で把握した結果については、これまでどのような集計・分析が行われて

きたのか。 

２ 「農業就業人口」及び「基幹的農業従事者」とは、どのような定義か。また、「農

業就業人口」の算出に当たり、本調査事項の結果は、どのように利用されていたのか。 

３ 本調査項目の結果は、「農業就業人口」の算出以外に、どのような行政施策に利活

用されてきたのか。 

４ 利活用の観点からみて、削除による支障等は生じないか。 

 

 

⑦ ふだんの状況を把握する調査項目の選択肢の統合【個人経営】 

（審査状況） 

  近年は、経営体概念の導入により、世帯員の就業構造の把握よりも雇用者も含めた

農業・林業経営全体の就業構造の把握へと行政ニーズが移行しており、主として自営

農業に従事している担い手に着目した分析が中心となっていること、また、過去１年

間のふだんの状況について、｢主に家事・育児を行った｣者と｢その他（高齢や病気など

で何もしなかった）｣の者を区分して把握する利活用ニーズが乏しいことから、これら

の選択肢を統合する計画である。 

これについては、利活用状況等を踏まえて選択肢を統合するものであり、おおむね

適当と考えるが、統合に伴う支障が生じないかについて確認する必要がある。 
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 （論点） 

１ 本調査項目の選択肢ごとの集計結果は、どのように変化しているのか（2005年、2010

年及び2015年の調査結果）。 

２ 本調査項目から得られたデータは、これまで行政施策等において、具体的にどのよ

うに利活用されてきたのか。 

３ 本選択肢ごとの結果を個人経営体の農業・林業経営に従事していない者の要因分析

等に利用していた場合、選択肢の統合による支障等は生じないか。 

 

 

 

 

（イ）外部労働力（常雇い・臨時雇い）のより的確な把握【個人経営・団体経営】 

   農林業経営体における過去１年間の農業・林業経営のために「常雇い」又は「臨時

雇いした人」の実人数及び従事日数等を把握する調査事項について、以下のとおり変

更・追加する計画である。 

① 農業・林業経営に限らず、農業生産関連事業のために常雇いした人について、個々

の性別及び出生年月を把握するともに、農業・林業経営及び農業生産関連事業のた

めに常雇いした人について、男女別の従事日数の合計を把握するよう変更する。 

② 農業生産関連事業のために臨時雇いした人について、男女別の実人数及び従事日

数の合計を把握する項目を追加する。 

③ 農業・林業経営又は農業生産関連事業のために１か月以上の契約で雇った人につ

いて、実人数を把握する項目を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  

【変更前】 
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（審査状況） 

    従来、農林業経営体において過去１年間に農業・林業経営のために常雇い・臨時雇いし

た人については、男女別の実人数（常雇いについては、更に年齢階級別・男女別の実人数

を把握）及び従事日数の合計（人日）を把握していた。 

    しかしながら、６次産業化・地産地消法の施行に伴い、農業の６次産業化が推進され、

農業者による農業生産関連事業の取組など、農業経営の多様化が進展している状況の中、

農業生産関連事業に係る労働力のより的確な実態把握が求められている。 

このため、今回調査では、当該事業において常雇い・臨時雇いした人の実人数及び従事

日数の合計（人日）を把握するよう、調査項目を追加・変更する計画である。 

また、高齢化等により個人経営・団体経営を通じた高齢化や人材不足等による内部労働

力の減少に伴い、農業・林業経営の担い手として常雇い等の外部労働力の活用が増加して

いる。このような状況を踏まえ、上記（ア）の内部労働力の把握充実に合わせ、常雇いに

ついても、従来の年齢階級別・男女別の実人数の把握に代えて、個々の性別及び出生年月

を把握するよう変更することとしている。 

    さらに、「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン」（平成27年５月19

日各府省統計主管課長等会議申合せ）の「常用労働者」と同一の定義での把握が可能とな

るよう（注）、臨時雇いした人の内数として、「１か月以上の契約で雇用された者」の実人数

を把握する項目を追加する計画である。 

（注）ガイドラインにおいては、統計間の比較可能性の向上等に資するため、①雇用契約期間の定めがない

労働者、②雇用契約期間が１か月以上の労働者を「常用労働者」として定義されている。 

    これらについては、政策ニーズへの対応や他の統計との比較可能性の向上等を図るもの

であることから、おおむね適当と考えるが、利活用の観点からみて、必要かつ適切なもの

【変更後】 

① ② 

③ 
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となっているか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 常雇い・臨時雇いした人の集計結果は、背景事情となっている経営体の内部労働力

の高齢化等を含め、どのように変化しているか（2005年、2010年及び2015年の調査結

果）。 

２ 本調査事項の結果は、これまで具体的にどのような行政施策に利活用されてきたの

か。今回の変更により、今後、具体的にどのような利活用が見込まれるのか。 

３ 常雇いについて、従来の年齢階級別・男女別の実人数の把握に代えて、個々の性別・

出生年月を把握することとしているが、当該把握方法の変更に伴い、具体的にどのよ

うな集計・分析を行う計画か。 

  また、従事日数の合計については、農業・林業経営と農業生産関連事業に区分して

把握する一方、実人数については区分して把握することとしていないが、利活用上の

支障は生じないのか。 

４ 今回調査において、農業・林業経営又は農業生産関連事業のために「１か月以上の

契約で雇用された者」の実人数を把握することにより、具体的にどのような施策への

利活用が見込まれるのか。また、「統計調査における労働者の区分等に関するガイド

ライン」の「常用労働者」と同一の定義での把握とは、どのように行うのか。 

５ 利活用の観点から見て、改善の余地はないか。 

 

 

（ウ）後継者の確保状況を把握する調査事項の変更・追加【個人経営・団体経営】 

   農林業経営体における５年以内での農業・林業経営の後継者（予定者を含む。）の確

保状況を把握する調査事項を変更・追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 
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（審査状況） 

    個人経営の農林業経営体については、世帯の内外における農業・林業経営の後継者（予

定者を含む。）の有無等を把握する調査項目を、従来から設けている。 

    一方、団体経営の農林業経営体においても、個人経営と同様に、高齢化や人材不足等が

進展している状況にあり、多様な担い手の育成・確保が重要な課題となっている。 

このため、今回調査から、統一的に農業・林業経営の後継者の確保状況を把握するため

の調査事項を設けることとし、個人経営は変更、団体経営は追加する計画である。 

    これについては、行政ニーズや農林業経営体を取り巻く環境変化に対応したものであり、

おおむね適当と考えるが、利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか確

認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査事項の結果は、具体的にどのような施策への利活用が見込まれているのか。 

２ 後継者の確保期間を「５年以内」としている理由は何か。 

３ 利活用の観点から、後継者の確保期間や選択肢の設定等について、改善の余地はな

いか。 

 

 

イ 報告者負担の軽減にも配慮した農業経営における生産基盤のより的確な把握（個人

経営・団体経営共通） 

 （ア）所有土地に関する調査事項の変更 

① 経営している田・畑・樹園地の耕作放棄地の面積及び経営している田・畑の利

用面積を把握する調査項目の削除等 

経営している田・畑・樹園地の面積を把握する調査項目について、耕作を放棄

している田・畑・樹園地の面積に係る項目を削除する。 

また、経営している田の利用面積を把握する調査項目を削除するとともに、経

営している畑の利用面積を把握する調査項目を見直し、「牧草専用地」の面積の

み把握するよう変更する。 

  

 
 
 

【変更後】 



 

14 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【変更前】 
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② ハウス・ガラス室の加温温室の実面積を把握する調査項目の追加 

施設園芸に利用したハウス・ガラス室のうち、加温温室の実面積を把握する調

査項目を追加する。 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 経営している田・畑・樹園地の耕作放棄地の面積及び経営している田・畑の利用

面積を把握する調査項目の削除等 

（審査状況） 

農林水産省では、平成 20年から、「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」

（業務統計）により「荒廃農地」の面積を把握し、施策上、当該データを利用する

ケースが増加する一方、当該データと類似する「経営している田・畑・樹園地の耕

作放棄地の面積」を集計した「耕作放棄地」のデータの行政ニーズが低下している

ことから、当該項目を削除して報告者の負担軽減を図る計画である。 

また、経営している田・畑の利用面積を把握する調査項目については、本調査に

おいて別途把握する「販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別面積」と類似し、

【変更後】 

【変更後】 【変更前】 
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重複感もあることから、田の利用面積を削除し、畑の利用面積のうち「牧草専用地」

の面積のみ引き続き把握することにより、報告者負担の軽減を図る計画である。 

これらについては、行政ニーズを踏まえ、報告者負担の軽減を図るものであるこ

とから、おおむね適当と考えるが、削除等に伴う支障等がないか確認する必要があ

る。 

 

（論点） 

１ 「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」とは、どのような周期や把握対象、

把握事項等で実施されている調査か。また、同調査により把握されている「荒廃

農地」と本調査における「耕作放棄地」の定義は、それぞれどのようになってい

るか。 

２ 「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」により把握される「荒廃農地」と

本調査結果による「耕作放棄地」のデータは、それぞれどのように変化している

か（2005年、2010年及び2015年のそれぞれの調査結果）。 

３ 「荒廃農地」と「耕作放棄地」それぞれのデータは、これまで具体的にどのよ

うな行政施策等に利活用されていたのか。「耕作放棄地」の項目の削除により、

利活用上の支障等は生じないか。 

４ 経営している田・畑の利用面積を把握する各調査項目と、販売目的で作付け（栽

培）した作物の種類別面積の各調査項目との対応関係はどのようになっているか。

両調査項目のデータの経年変化は、どのようになっているか（2005年、2010年及

び2015年の調査結果）。 

５ 販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別面積と経営している田・畑の利用

面積を把握してきた理由は、それぞれ何か。両調査項目については、これまで具

体的にどのような行政施策等に利活用されていたのか。経営している田・畑の利

用面積を把握する調査項目の削除等により利活用上の支障等は生じないか。 

 

② ハウス・ガラス室の加温温室の実面積を把握する調査項目の追加 

（審査状況） 

「地球温暖化対策計画」（平成 28年５月 13日閣議決定）においては、温室効果

ガスの排出削減量を 2030年度までに 26％削減、2050年度までに 80％削減すること

が目標として定められており、その達成に向けて、各分野で二酸化炭素の排出削減

対策等を推進することが求められている。 

これを踏まえ、農林水産省では、施設園芸の加温温室における温室効果ガスの排

出削減施策を推進していることから、加温温室全体の二酸化炭素排出量の算出のた

めの基礎データとして、ハウス・ガラス室の加温温室の実面積を把握する調査項目

を追加する計画である。 

      これについては、行政ニーズへの対応を図るものであり、おおむね適当と考える

が、利活用の観点からみて、必要かつ十分なものとなっているか確認する必要があ

る。 

（論点） 

１ 本調査項目の結果は、加温温室全体の二酸化炭素排出量を算出する中で、どの

ように利用されるのか。また、把握された加温温室全体の二酸化炭素排出量のデ

ータについては、温室効果ガスの排出削減施策の中で、どのように活用されるの
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か。 

２ 上記の利活用の観点から、改善の余地はないか。 

 

  

（イ）所有している農業用機械を把握する調査事項の削除 

所有している農業用機械の台数を把握する調査事項を削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査状況） 

    農業用機械（動力田植機、トラクター及びコンバイン）については、①広く普及し、

ほとんどの経営体で使用されている状況にあること、②共同購入・共同利用しているケ

ースが多く、必ずしも単独所有している状況にないこと、また、③行政上の利活用ニー

ズが低下していることから、削除し、報告者負担の軽減を図る計画である。 

    これについては、行政ニーズの変化等を踏まえ、報告者負担の軽減を図るものである

ことから、おおむね適当と考えるが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（2005年、2010

年及び2015年の調査結果）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、これまで行政施策等において具体的にどのよう

に利活用されていたのか。また、削除しても利活用上の支障等は生じないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

削除 
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（ウ）作付け・栽培面積等に関する調査事項の変更 

① 販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別の延べ面積を把握する調査事項の変更 

   過去１年間に販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別の延べ面積を把握する調

査事項について、調査対象品目を追加・細分化・削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 

【変更後】 

追加 

追加 

変更 

変更 

追加 

追加 

削除 
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② 販売目的で田に作付けした水稲（食用）、小麦、大豆以外の品目の作付面積を把握

する調査事項の追加 

   販売目的で田に作付けした水稲（食用）、小麦、大豆以外の品目（稲・麦・雑穀、

いも類、豆類、工芸農作物）に係る作付面積を把握する調査事項を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 販売目的で作付け（栽培）した野菜・果樹類の品目別等の延べ面積を把握する調査

事項の記入方法の変更 

   過去１年間に販売目的で作付け（栽培）した野菜・果樹類の品目別等の延べ面積を

把握する調査事項について、該当品目の品目コードを選択・記入の上、その延べ面積

を記入する方式に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

追加 

【変更前】 
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① 販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別の延べ面積を把握する調査事項の変更 

② 販売目的で田に作付けした水稲（食用）、小麦、大豆以外の品目の作付面積を把握す

る調査事項の追加 

（審査状況） 

過去１年間に販売目的で作付け（栽培）した作物の種類別の延べ面積を把握する調査

事項について、以下の理由から、調査対象品目の追加・細分化・削除を行うとともに、

販売目的で田に作付けした水稲（食用）、小麦、大豆以外の品目の作付面積を把握する

調査事項を追加する計画である。 

ⅰ）「稲（飼料用）」の項目の追加 

飼料用米については、近年、戦略作物に位置付けられ、支援施策の対象となってお

り、今後も一層の生産拡大が見込まれるなど、水田活用の動向を把握する上で重要な

データであることから、販売目的で生産した「稲（飼料用）」の項目を追加する。 

ⅱ）「大麦・裸麦」及び「かんしょ」の項目の細分化 

経営所得安定対策等各種施策の推進に当たり、経営所得安定対策の交付金の対象品

目に合わせ｢大麦・裸麦｣を｢二条大麦｣、｢六条大麦｣及び｢裸麦｣に、また、｢かんしょ｣

をでん粉原料用いも生産者交付金の交付対象作物である｢原料用かんしょ（でんぷん

用）｣及び「食用かんしょ（加工用を含む。）」に細分化する。 

ⅲ）「小麦」「大豆」の「そのうち、田で作付」及び「なたね」の項目の追加並びに水

稲（食用）、小麦、大豆以外に販売目的で田に作付した品目の面積を把握する調査事

項の追加 

農業経営統計調査（農林水産省が所管する基幹統計調査）の母集団情報として利用

するため、「小麦」「大豆」の「そのうち、田で作付け」の項目並びに水稲（食用）、

小麦、大豆以外に販売目的で田に作付した品目の面積を把握する調査事項を追加する。 

【変更後】 
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また、作物統計調査（農林水産省が所管する基幹統計調査）の母集団情報として利

用するため、｢なたね｣の項目を追加する。 

ⅳ）「たばこ」の項目の削除 

「たばこ」の生産状況については、ＪＴ等で詳細なデータを把握しており、代替が

可能であるため、削除する。 

これらについては、政策ニーズの変化に対応して見直しを行うとともに、本調査を母

集団として利用する他の統計調査の精度向上を図るものであることから、おおむね適当

と考えるが、利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか等を確認する

必要がある。 

 

（論点） 

１ 追加する「稲（飼料用）」については、具体的にどのような行政施策に利活用され

ることが見込まれているのか。 

２ 「大麦・裸麦」及び「かんしょ」の作付面積に係る結果については、これまで、具

体的にどのような行政施策等に利活用されていたのか。今回細分化することにより、

どのような利活用の増進が見込まれているのか。 

３ 他の統計調査の母集団として利用するために追加する、「小麦」及び「大豆」の「そ

のうち、田で作付」及び「なたね」の項目、並びに水稲（食用）、小麦、大豆以外に

販売目的で田に作付した品目の面積に係る調査事項については、どのような統計調査

の母集団情報として利用されるのか。当該統計調査は、これまで、どのように母集団

情報を整備していたのか。 

４ 本調査及びＪＴ等で把握している「たばこ」の生産状況に係るデータの経年変化は、

どのようになっているか（2005年、2010年及び2015年のそれぞれの調査結果）。また、

両調査のデータについては、整合的なものとなっているか。「たばこ」の削除により、

利活用上の支障等は生じないか。 

５ 上記を踏まえ、調査対象品目の追加・細分化・削除については、必要かつ適切なも

のとなっているか。 

 

③ 販売目的で作付け（栽培）した野菜・果樹類の品目別等の延べ面積を把握する調査事

項の記入方法の変更 

（審査状況） 

過去１年間に販売目的で作付け（栽培）した野菜・果樹類の品目別、露地作・施設作

別の延べ面積を把握する調査事項については、従来、調査対象品目（野菜類９品目及び

果樹類16品目）全てを調査票にあらかじめ記載し、そのうち作付け（栽培）している品

目欄にのみ記入する方式を採用していたが、報告者の記入のしやすさ等を考慮し、作付

け（栽培）している作物の品目コードを選択・記入した上で、その露地作及び施設作別

の延べ面積を記入する方式に変更する計画である。 

これについては、報告者の記入のしやすさ等に配慮したものであり、また、調査票様

式の見やすさ・簡素化等にも資するものと考えられることから、おおむね適当と考える

が、報告者が品目コードの選択・記入等に当たっての負担や紛れ等が生じないか等を確

認する必要がある。 
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（論点） 

１ 従来の記入方法については、具体的にどのような支障・問題等が生じていたのか（記

入漏れや誤記入、また、報告者や調査員等からの改善の意見・要望など）。 

２ 本調査事項については、１報告者当たりが記入する対象品目数はどのようになって

いるのか（2015年の調査結果の最大・平均・最少）。 

３ 品目コードの表記については、報告者の見やすさや利便性等に配慮したものとなっ

ているか。 

４ 上記を踏まえ、改善の余地はないか。 

 

 

 ウ 農産物・林産物の販売状況及び農作業・林業作業の受託（請負）に関するより的確な

把握（個人経営・団体経営共通） 

（ア）農産物・林産物の販売金額（売上高）階級区分に係る選択肢の統合・細分化 

過去１年間の農産物・林産物の販売金額（売上高）を把握する調査事項について、

販売金額（売上高）階級区分に係る選択肢のうち、5,000万円未満の区分を12区分か

ら５区分に統合するとともに、「１～３億円未満」を「１～２億円未満」「２～３

億円未満」に分割する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 
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（イ）販売金額上位３位までの把握方法の変更 

全ての経営部門の中から、過去１年間の販売金額上位３位までの部門を選択し、

販売金額合計に占める当該部門の割合を記入する方式から、上位３位までの順位欄

に該当する部門コードを記入の上、販売金額合計に占める当該部門の割合を記入す

る方式に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

【変更後】 【変更前】 
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（ウ）農作業・林業作業の受託（請負）料金収入金額階級区分に係る選択肢の統合・細

分化 

過去１年間の農作業・林業作業の受託（請負）による料金収入を把握する調査事

項について、料金収入階級区分に係る選択肢のうち、5,000万円未満の区分を12区分

から５区分に統合するとともに、「１～３億円未満」を「１～２億円未満」「２～

３億円未満」に分割する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 【変更後】 
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（エ）過去１年間の農作業の委託内容を把握する調査事項の削除 

過去１年間に委託した（請け負わせた）農作業の内容を把握する調査事項を削除

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査状況） 

（ア）農産物・林産物の販売金額（売上高）階級区分に係る選択肢の統合・細分化 

（ウ）農作業・林業作業の受託（請負）料金収入金額階級区分に係る選択肢の統合・細分化 

過去１年間の「農産物・林産物の販売金額（売上高）を把握する調査事項」及び「作

業の受託（請負）による料金収入を把握する調査事項」について、「販売金額（売上

高）階級区分」及び「受託（請負）料金収入金額階級区分」に係る選択肢のうち、    

①5,000 万円未満については、これまでの 12 区分から５区分に統合するとともに、  

②大規模層（１億円以上）については、「１～３億円」を「「１～２億円」「２～３

億円」に細分化し、３区分から４区分とする計画である。 

（イ）販売金額上位３位までの把握方法の変更 

     過去１年間の販売金額（売上高）について、これまでの調査票に全ての経営部門を

表示し、その中から販売金額上位３位までの部門を選択する方式から、上位３位まで

の順位欄に該当する部門コードを記入の上、販売金額合計に占める当該部門の割合を

記入する方式に変更する計画である。 

    これらについては、販売実態のより的確な把握及び報告者の記入のしやすさ等に配

慮したものであり、おおむね適当と考えるが、利活用の観点から変更による支障等が

ないか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ これまでの「販売金額（売上高）階級区分」及び「受託（請負）料金収入階級区

分」については、どのような考えにより設定されていたのか。今回、階級区分の統

合・細分化を行う理由・必要性は何か。 

【変更後】 

削除 



 

26 

２ 「農産物・林産物の販売金額（売上高）」及び「農作業の受託（請負）料金収入」

に関するデータ面での経年変化はどうなっているか（2005年、2010年及び2015年の

調査結果）。また、本調査事項の結果は、これまでどのような行政施策等に利活用

されていたのか。階級区分の統合・細分化により、利活用にどのような効果がある

のか、また、支障等は生じないか。 

３ 販売金額上位３位までの該当部門のコード番号を選択・記入の上、販売金額合計

に占める当該部門の割合を記入する方式に変更することにより、報告者の記入に当

たって記入誤りや紛れ等が生じる懸念はないか。 

 

  （エ）過去１年間の農作業の委託内容を把握する調査事項の削除 

     過去１年間に他に委託した（請け負わせた）農作業の内容を把握する調査事項につ

いては、本調査で別途把握する受託側からのデータで把握可能であること、また、行

政上の利活用が低下していることから、削除する計画である。 

これについては、報告者負担の軽減を図るものであり、おおむね適当と考えるが、

削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

（論点） 

１ これまでの本調査事項と「過去 1年間の農作業の受託（請負）状況を把握する調

査事項」とのデータ上の相関関係はどのようになっているか（2005 年、2010 年及

び 2015 年の調査結果）。また、これまで受託（請負）状況を把握する調査事項と

は別に、本調査事項を把握してきた理由は何か。 

２ 本調査事項の結果は、これまでどのような行政施策等に利活用されていたのか。

本調査事項の削除により、利活用に支障等は生じないか。 

 

   

エ 行政ニーズの変化を踏まえた農業経営の特徴的な取組に関する調査事項のより的確な把

握（個人経営・団体経営共通） 

（ア）青色申告の実施状況を把握する調査事項の追加 

   農業経営における青色申告の実施状況及び青色申告を行っている場合の継続年数

を把握する調査事項を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

追加 
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（イ）有機農業に取組んでいる品目別作付（栽培）面積を把握する調査事項の追加 

   有機農業により作付け（栽培）している品目別の面積を把握する調査事項を追加す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）農業経営におけるデータの活用状況を把握する調査事項の追加 

   効率的かつ効果的な農業経営を行うためのデータの活用状況について把握する調

査事項を追加する。 

 

 

 

 

（エ）農業以外の業種からの資本金・出資金の提供状況を把握する調査事項の削除 

   農業経営における農業以外の業種からの資本金・出資金の提供状況を把握する調査

事項を削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

追加 

【変更後】 

追加 

【変更後】 

削除 
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（オ）環境への負担を軽減した農産物の栽培状況を把握する調査事項の削除 

   地域の慣行と比較して環境への負担を軽減した農産物の販売目的での栽培状況を

把握する調査事項を削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （ア）青色申告の実施状況を把握する調査事項の追加 

 （審査状況） 

農業災害補償法の一部を改正する法律（平成29年法律第74号）により、平成31年産か

ら導入される収入保険制度への加入促進、及び同法施行後４年を目途に行われる制度の

あり方等の検討の基礎資料とするため、収入保険制度への加入要件となっている農業経

営体の青色申告の種類別申告状況を把握するとともに、青色申告を実施している場合の

継続年数を把握する調査事項を追加する計画である。 

 これについては、政策ニーズの変化に対応したものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 平成29年11月に実施した2020年農林業センサス試行調査において、青色申告の種類

別取組状況について把握・検証しているが、その記入状況（誤記入や未記入等）はど

のようになっているか。 

２ 試行調査では把握・検証していなかった、青色申告の継続年数を把握する調査事項

を追加する理由・必要性は何か。また、青色申告の継続年数の選択肢区分の設定の考

え方は何か。把握可能性を、どのように判断したのか。 

３ 本調査事項の結果は、収入保険制度の見直し等に利活用する上で、適切な時期に提

供が見込まれるのか。 

４ 試行調査による検証結果や利活用等を踏まえ、改善の余地はないか。 

 

（イ）有機農業に取組んでいる品目別作付（栽培）面積を把握する調査事項の追加 

 （審査状況） 

有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）に基づき策定された「有機栽培

の推進に関する基本的な方針」（平成26年４月25日）において、我が国の耕地面積に占め

る有機農業取組面積の割合に関する目標値が設定され、自然循環機能の増進、環境負荷

の低減、消費者ニーズへの対応の観点から有機農業を推進している中、農業経営体にお

ける有機農業への取組状況や普及状況を把握するため、販売目的で有機農業に取り組ん

でいる品目別の作付（栽培）面積を把握する調査事項を追加する計画である。 

これについては、政策ニーズの変化に対応したものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

【変更後】 

削除 
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 （論点） 

１ 本調査事項の結果は、具体的にどのような利活用が見込まれているのか。 

２ 平成29年11月に実施した2020年農林業センサス試行調査においては、有機農業への

品目別の取組の有無について把握・検証しているが、その結果はどのようになってい

るか。本調査事項では、試行調査では把握・検証していない、有機農業に取り組んで

いる品目別の作付（栽培）面積を把握する理由・必要性は何か。把握可能性を、どの

ように判断したのか。 

３ 利活用等の観点からみて、改善の余地はないか。 

 

 

（ウ）農業経営におけるデータの活用状況を把握する調査事項の追加 

 （審査状況） 

「未来投資戦略 2017」（平成 29年６月９日閣議決定）においては、2025年までに農業

の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実践することが目標に設定され、デー

タを駆使した農業の展開による高品質な農産物の安定生産や収量向上の実現を推進する

ことが求められている。このため、農業者におけるデータを活用した農業の取組状況や

当該目標の達成状況を把握するため、農業経営におけるデータの活用状況を把握する調

査事項を追加する計画である。 

これについては、政策ニーズの変化に対応したものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査事項の結果は、具体的にどのような利活用が見込まれているのか。 

２ 平成29年11月に実施した2020年農林業センサス試行調査においては、農業の生産・

経営におけるICT機器によるデータの活用の有無について把握・検証しているが、そ

の結果はどのようになっているか。試行調査で検証したデータの活用状況に係る選択

肢から、細分化する理由・必要性は何か。把握可能性を、どのように判断したのか。 

３ 利活用等の観点からみて、改善の余地はないか。 

 

 

（エ）農業以外の業種からの資本金・出資金の提供状況を把握する調査事項の削除 

（審査状況） 

本調査事項は、農業以外の異業種からの参入状況を明らかにするために把握していた

ものであるが、前回の 2015年農林業センサスにおける異業種から出資金等の提供を受け

ている農林業経営体は全体の約 0.1％以下と、異業種参入が低調な状況であることから、

利活用ニーズも乏しいことを踏まえ、削除する計画である。 

これについては、利活用ニーズを踏まえ、報告者の負担軽減を図るものであり、おお

むね適当と考えるが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（2010年及び2015

年の調査結果）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、具体的にどのような行政施策等に利活用されて
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いたのか。 

３ これまでの調査結果及び利活用状況を踏まえ、削除しても支障等は生じないか。 

 

 

（オ）環境への負担を軽減した農産物の栽培状況を把握する調査事項の削除 

（審査状況） 

本調査事項については、環境への負担を軽減した農産物の栽培状況を明らかにするた

めに把握していたものであるが、エコファーマー（注１）の認定状況や、環境保全型農業直

接支払交付金（注２）の支給状況から、取組状況の把握が可能であるほか、行政ニーズの低

下を踏まえ、削除し、記入者負担の軽減を図る計画である。 

（注１）エコファーマーとは、平成11年７月に制定された「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す

る法律」第４条の規定に基づき、「持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」を都道府県知事

に提出して、当該導入計画が適当である旨の認定を受けた農業者をいう。 

（注２）農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年法律第78号）に基づき、化学肥料・

化学合成農薬を原則５割以上低減した上で、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動

に取り組む農業者団体や有機農業に取り組む農業者団体等に対し、取組面積に応じて交付金を助成す

るものをいう。 

これについては、行政ニーズの変化等も踏まえ、報告者負担の軽減を図るものであり、

おおむね適当であると考えられるが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

 

 （論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（2005年、2010

年及び2015年の調査結果）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、具体的にどのような行政施策等に利活用されて

いたのか。 

３ エコファーマーの認定状況や環境保全型農業直接支払交付金の実施状況から把握

される結果と本調査事項による結果は、整合的なものとなっているか。また、エコフ

ァーマーの認定状況等に係る結果については、一般に公表されているのか、未公表と

なっている場合、統計利用者への利便性等の観点から、公表する必要はないか。 

４ これまでの調査結果及び利活用状況を踏まえ、削除しても支障等は生じないか。 
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オ 環境変化を踏まえた農業生産関連事業に関するより的確な把握（個人経営・団体経営共

通） 

過去１年間の農業生産関連事業の売上金額合計に占める事業内容別割合を把握する調

査事項について、事業内容の選択肢に、「小売業」及び「再生可能エネルギー発電」を

追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査状況） 

    過去１年間の農業生産関連事業の売上金額合計に占める事業内容別割合を把握する調

査事項について、①農産物の加工製品を消費者に直接販売しているケースもあること、

②再生可能エネルギー発電を活用した地域の農林水産業の発展を図る取組を推進してい

ることから、それらの実態を把握するため、農業生産関連事業の事業内容に係る選択肢

に、「小売業」及び「再生可能エネルギー発電」を追加する計画である。 

    これについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであり、おおむね適当

と考えるが、利活用の観点からみて必要かつ適切なものとなっているか等について確認

する必要がある。 

   

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（2005年、2010

年及び2015年の調査結果）。このうち、「小売業」及び「再生可能エネルギー発電」

【変更前】 

【変更後】 
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を含む「その他」の割合は、どのようになっているか。 

２ 本調査事項の選択肢から得られたデータは、具体的にどのような行政施策等に利活

用されていたのか。今回の選択肢は、どのような利活用が見込まれているのか。 

３ データ面での経年変化及び利活用の状況を踏まえ、追加する選択肢に改善の余地は

ないか。 

 

 

カ 林業経営のより的確な把握（個人経営・団体経営共通） 

（ア）林産物の種類別の販売金額割合を把握する調査事項の追加 

これまでの過去１年間に販売した林産物の種類を把握する調査事項に代えて、林産

物の販売金額合計に占める林産物の種類別の金額割合を把握する調査事項を追加す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更前】 
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（イ）林業作業別の受託料金収入割合を把握する調査事項の追加 

過去１年間における林業作業の受託料金収入合計に占める作業内容別の金額割合

を把握する調査事項を追加する。 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

【変更後】 

【変更後】 

追加 
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（審査状況） 

（ア）林産物の種類別の販売金額割合を把握する調査事項の追加 

林業経営において、用材やほだ木を販売する事業は、保有山林の規模や樹種などによ

り異なり、従来の販売した林産物の種類を把握するだけでは、林業構造を把握する上で

は不十分であった。 

このため、これまでの調査事項に代えて、林産物の販売事業のうち、何が主な事業か

を明らかにするため、林産物の販売金額合計に占める林産物の種類別の金額割合を把握

する調査事項を追加する計画である。 

これについては、政策ニーズの変化に対応したものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用等の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか等について確認する必要

がある。 

（論点） 

１ これまでの調査事項から得られたデータは、具体的にどのような行政施策等に利活

用されていたのか。また、この利活用において、どのような支障・問題等が生じてい

たのか。 

２ 本調査事項については、見直しにより、具体的にどのような利活用・効果が見込ま

れているのか。 

３ 利活用の観点からみて、改善の余地はないか。 

 

（イ）林業作業の受託料金収入割合を把握する調査事項の追加 

農林水産省は、森林所有者自らが管理できない森林について、市町村が森林管理の委託

を受け、これを意欲と能力ある林業経営者に繋ぐ仕組みを推進しており、平成 31年度から

は当該仕組みが本格運用されることとなっている（平成 30 年度までは移行措置として実

施）。 

このような状況の中、林業作業を受託する経営体が、どのような林業作業において収益

を上げているのか明らかにするため、過去１年間における林業作業の受託料金収入合計に

占める林業作業の内容別の金額割合を把握する調査事項を追加する計画である。 

    これについては、政策ニーズの変化に対応したものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用の観点からみて、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査事項については、具体的にどのような利活用が見込まれているのか。 

２ 利活用の観点からみて、改善の余地はないか。 
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キ その他、本調査を取り巻く環境変化に対応した調査事項の見直し（団体経営） 

（ア）法人番号欄の追加 

法人番号の回答欄を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）牧草栽培による家畜の預託事業の実施状況等に関する調査事項の削除 

牧草栽培による家畜の預託事業の実施の有無、牧草の共同栽培及び共同での採草・

放牧への利用の有無を把握する調査事項を削除する。 

【変更後】 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）法人番号欄の追加 

  （審査状況） 

「統計改革の基本方針」（平成28年12月21日経済財政諮問会議）において、政府統

計の精度向上に資する観点から、各府省が実施する事業所・企業を対象とする統計調

査において法人番号欄を設けるなど、事業所母集団データベースへの法人番号の登録

に協力することとされ、その後、統計改革推進会議が取りまとめた「統計改革推進会

【変更後】 

追加 
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議最終取りまとめ」（平成29年５月19日統計改革推進会議決定）においても、法人関

係のデータについては、法人番号の付番を推進することとされた。 

また、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月６日閣議決定。以

下「第Ⅲ期基本計画」という。）においても、各府省は、事業所・企業や各種法人等

に係る統計調査を実施するに当たり、引き続き法人番号の把握に努め、把握した法人

番号を事業所母集団データベースに登録することとされているところである。 

今回の法人番号の回答欄の追加は、これらの動きに対応するものであり、おおむね

適当と考えるが、本調査において、把握した法人番号をどのように活用するのか確認

する必要がある。 

 

（論点） 

・ 把握した法人番号を活用して、どのような提供情報の充実を図る計画なのか。 

 

（イ）牧草栽培による家畜の預託事業の実施状況等に関する調査事項の削除 

  （審査状況） 

本調査事項は、2000年農林業センサスまで実施していた農家以外の農業事業体調査で

把握していた事業体区分の１つである「牧草地経営体」に関するデータの連続性を確保

する目的でこれまで把握していたものである。 

しかしながら、前回の2015年農林業センサスにおいて、農業経営体のうち、家畜の預

託を行う牧場数は全体の0.02％、共同での採草・放牧利用を行う牧場数は全体の0.04％

とわずかであること、また、結果の利活用ニーズも低く、引き続き把握する必要性が低

下していることから、削除することとしている。 

これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考え

るが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

 

  （論点） 

１ 本調査事項から得られたデータは、これまで行政施策等において具体的にどのよ

うに利活用されていたのか。削除しても支障等は生じないか。 

２ 本調査項目と同様の状況から、継続的に把握する必要性が乏しくなった調査事項

は、他にないのか。 

 


